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注者キャ

卜の一部機能改修業務（以下「業務」という。） に関し、発注者雄高

ソプジエミニ株式会社とは、別紙契約条項及び別添仕様書により契約餓判所と受注者キャップジェミニ株式会社とは、別紙契約条項及び別添仕様書により契約

を締結し、信義に従い、誠実にこれを履行するものとする。

この契約の証として、本書2通を作成し、琵注者及び受注者が記名押印の上、各自これ

を保有する。

令和8年6月30 日

発注者 東京都千代田区隼町4番2号

鹸商裁判所

支出負担↑j:為担当官

最高城判所事務総局経理局長 染 谷 武

一旦

東ル〔都港|ﾒ:虎ノ門1丁H23番1号虎ノ門ヒルズ森タワー22階

キャッブジェミニ株式会社

代表取締役 殿 村 真 一

受注者

東京都港区虎ノ門1丁目23番1号虎ノ門ヒルズ森タワー22階

キャッブジェミニ株式会社

上記代理人
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(別紙）

契 糸勺 条 工頁

（業務の内容等）

第1条 業務の内容及び契約金額は、次のとおりとする。

（1） 内 容 別添仕様書のとおり

（2） 契約金額 金6, 050, 000円

（うち消費税及び地方消費税額 金550, 000円）

（成果物の納入期限及び場所）

第2条 成果物の納入期限及び場所は、別添仕様書のとおりとする。ただし、やむを得

ない事由がある場合は、発注者及び受注者が協議して、これを変更することができ

る。

（契約保証金）

第3条 受注者は、契約保証金の納付を要しないものとする。

（権利義務の譲渡等の制限）

第4条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務の全部又は一部を、書面による

発注者の承諾を得た場合を除き、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、

信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令（昭和25年政令第350号）第1条の3

に規定する金融機関に対して売掛債権を譲渡する場合にあっては、この限りでない。

2 前項ただし書に基づいて売掛債権の譲渡を行った場合、発注者の対価の支払による

弁済の効力は、発注者が、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第42条

の2に基づき、センター支出官に対して支出の決定の通知を行った時点で生ずるものと

する。

（下請等の禁止）

第5条 受注者は、業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、書

面による発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。

（業務の監督等）

第6条 発注者は、業務の必要な監督を行うため、監督職員を定めて次に掲げる事項を

行わせることができる。

（1） 受注者が提出する書類の調査

（2） 業務の管理、立会い、指示、承諾又は協議

2 受注者は、監督職員の職務に協力しなければならない。

（検査及び納入）

第7条 受注者は、成果物の納入の準備が完了した場合には、その旨を発注者に通知し

なければならない。

2 発注者は、前項の通知を受理した場合には、その受理した日から起算して10日以

内に、発注者の定めた検査職員に必要な検査を完了させ、これに合格したときは、遅

滞なく成果物の納入を受けなければならない。

3 発注者は、必要がある場合には、受注者に指示して試験的にシステムを稼働して検

査を行うことができるものとする。

4 受注者は、第2項の検査に合格しなかった場合には、発注者の指示に従い、遅滞な
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く補修その他必要な措置を講じ、再度の検査を受けなければならない。この場合にお

ける検査の完了の時期は、発注者が新たに成果物の納入の準備が完了した旨の通知を

受理した日から起算して10日以内とする。

5 検査に要する費用は、受注者の負担とする。

6 発注者及び受注者.の協議により、成果物を分割して納入する場合においては、その

都度、前各項に準じた取扱いをするものとする。

（代金の支払）

第8条 受注者は、前条の検査に合格し、すべての成果物の納入を完了した場合には、

遅滞なく適法な代金の支払請求書を発注者に提出するものとする。

2 発注者は、前項の支払請求書を受領した日から起算して30日（以下「約定期間」

という。） 以内に、受注者の指定する銀行口座に振り込むことにより支払うものとす

る。

3 受注者は、発注者及び受注者の協議により成果物を分割して納入した場合において

発注者の承諾があるときは、その納入した部分に対する代金の支払を発注者に請求す

ることができるものとし、このときにおいては、前二項に準じた取扱いをするものと

する。

（履行遅延の賠償）

第9条 発注者は、約定期間内に代金の支払をしなかった場合には、遅延損害金を受注

者に支払わなければならない。

2 受注者は、その責めに帰すべき事由により成果物の納入を遅延した場合には、遅延

損害金を発注者に支払わなければならない。

3 前二項の遅延損害金は、それぞれ遅延日数に応じ、第1項の場合においては支払が

遅延した金額に対し、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第2

56号）第8条第1項の規定に基づき財務大臣が決定する遅延利息の率（ただし、率

適用は財務省告示の施行日による。）の割合で計算した額とし、前項の場合において

は納入が遅延した部分の代価に対し、民法（明治29年法律第89号）第404条に

基づき算出される法定利率の割合で計算した額とする。ただし、その額に100円未

満の端数があるときは、これを切り捨て、その額が100円未満であるときは、その

支払を要しないものとする。

（検査の遅延）

第10条 発注者がその責めに帰すべき事由により第7条第2項、第4項又は第6項に

規定する期間内に検査を完了しなかった場合には、その期間を経過した日から検査を

完了した日までの日数（以下 「遅延期間」という。）を、約定期間から差し引くもの

とする。この場合において、遅延期間が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は

満了したものとみなし、発注者は、その超える日数に応じ、前条第1項及び第3項に

規定する遅延損害金を受注者に支払うものとする。

（危険負担等）

第11条 成果物の納入前に生じた損害は、発注者の責めに帰すべき事由による場合を

除き、受注者の負担とする。

2 成果物の納入前に天災その他の不可抗力により、債務の履行が不能となった場合
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（一部の履行が不能となり、残存する部分のみでは契約の目的を達することができな

い場合を含む。以下同じ。）には、発注者は、受注者からの支払請求を拒むことがで

きる。

3 前項の場合、発注者は、第14条第1項第4号に基づき催告を要せず無償で解除で

きるものとし、受注者は、発注者の同意を得て、この契約を無償で解除できるものと

する。この場合、既に要した費用については、発注者及び受注者の各自の負担とす

る。

（契約不適合責任）

第12条 納入された成果物に、種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない
もの（以下「契約不適合」という。）がある場合は、発注者は、受注者に対し、受注

者の費用で取替え、補修、不足分の引渡しその他の措置（以下「履行の追完」とい

う。） を請求することができる。

2 納入された成果物に契約不適合がある場合、発注者は、相当の期間を定めて受注者

に対して履行の追完を催告し、その期間内に履行の追完がないときは、その契約の不

適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、民法第563条第

2項各号に該当する場合は、催告をすることなく直ちに代金の減額を請求することが

できる。

3 前二項の規定は、民法第415条の規定による損害賠償の請求並びに第541条及

び第542条の規定による解除権の行使を妨げない。

4 契約不適合のうち種類又は品質についての前三項の権利は、第7条第2項、第4項

又は第6項の規定に基づき成果物の納入を受けた日から1年以内にその旨を受注者に

通知しないときは行使することができない。

（秘密の保持）

第13条 発注者及び受注者並びにその職員、代理人及び使用人は、業務の遂行に際し

知り得た相手方の秘密事項を他に漏らし、又は他の目的に使用してはならない。

（発注者の契約解除権）

第14条 発注者は、受注者（その代理人及び使用人を含む。） が次の各号のいずれか

に該当する場合には、この契約を解除することができる。このうち、第2号から第4

号までに該当する場合は、何らの催告を要しない。

（1） この契約の条項又は別添仕様書に違反したとき（第4号を除く。）

ただし、違反がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、こ

の限りでない。

（2） 監督職員の監督若しくは検査職員の検査を妨げ、又は妨げようとしたとき

（3） 詐欺その他の不正行為をし、又はしようとしたとき

（4） 民法第542条第1項各号に該当するときその他この契約の目的を達することが

できないと認められるとき

2 前項の規定による契約の解除に伴う必要な費用は、受注者の負担とする。

3 発注者は、第1項の規定により契約を解除した場合において、業務の既済部分で検
査に合格したものがあるときは、これに相当する代金を受注者に支払うものとする。

4 第2項及び前項の規定は、民法第542条第2項に基づき契約の一部を解除する場
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合に準用する。

（受注者の契約解除権）

第15条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合には、この契約を解

除することができる。このうち、第2号又は第3号に該当する場合は、何らの催告を

要しない。

（1） この契約の条項又は別添仕様書に違反したとき（第3号を除く。）

（2） 著しく契約条項と異なる指示をしたため、この契約を履行することが不能となっ

たとき

（3） 民法第542条第1項各号に該当するときその他この契約の目的を達することが

できないと認められるとき

2 前項の規定による契約の解除に伴う必要な費用は、発注者の負担とする。

3 受注者が第1項の規定により契約を解除した場合において、業務の既済部分で検査

に合格したものがあるときは、発注者は、これに相当する代金を受注者に支払わなけ

ればならない。

4 第2項及び前項の規定は、民法第542条第2項に基づき契約の一部を解除する場

合に準用する。

（違約金）

第16条 前二条の規定によりこの契約が解除された場合には、受注者又は発注者は、

違約金として契約金額の10分の1に相当する金額を発注者又は受注者の指定する期

限内に支払わなければならない。

（談合等の不正行為にかかる違約金）

第17条 受注者は、この契約に関し、次の各号のいずれかに該当する場合には、発注

者の請求に基づき、契約金額の10分の1に相当する金額を違約金として発注者の指

定する期限内に支払わなければならない。

（1） 受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第5

4号。以下「独占禁止法」という。） 第3条の規定に違反し、又は受注者が構成事

業者である事業者団体が独占禁止法第8条第1号の規定に違反したことにより、公

正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第7条の2第1項（独占禁止法第8条の

3において読み替えて準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金納付命令（以

下「納付命令」という。） を行い、当該納付命令が確定したとき（同委員会が、受

注者に対して、独占禁止法第7条の4第7項又は第7条の7第3項の規定による課

徴金の納付を命じない旨の通知を行い、又は確定した当該納付命令を独占禁止法第

63条第2項の規定により取り消した場合を含む。）。

（2） 納付命令又は独占禁止法第7条若しくは第8条の2の規定による排除措置命令

（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者

等」という｡ ）に対して行われた場合は、受注者等に対する命令で確定したものを

いい、受注者等に対して行われていない場合は、各名宛人に対する命令すべてが確

定したときにおける当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」

という。） において、この契約に関し、独占禁止法第3条又は第8条第1号の規定

に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。ただし、受注者が
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独占禁止法第19条の規定に違反した場合であって当該違反行為が独占禁止法第2

条第9項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和57年公正取引委員会告示第15

号）第6項に規定する不当廉売など発注者に金銭的損害が生じない行為として、受

注者がこれを証明し、その証明を発注者が認めたときはこの限りでない。

（3） 納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第3条又は第8条第1

号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となっ

た取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る

事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したと

きは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期

間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該

取引分野に該当するものであるとき。

（4） 受注者又は受注者の代理人の刑法第96条の6又は独占禁止法第89条第1項若

しくは第95条第1項第1号に規定する刑が確定したとき。

2 受注者は、前項第4号に規定する場合に該当し、かつ、次の各号のいずれかに該当

する場合には、前項の契約金額の10分の1に相当する金額のほか、契約金額の10

0分の5に相当する金額を違約金として発注者の指定する期限内に支払わなければな

らない。

（1） 前項第1号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第7条の3第1項

ないし第3項の適用があるとき。

（2） 前項第4号に規定する刑に係る確定判決において、受注者又は受注者の代理人

（受注者が法人にあっては、その役員又は使用人を含む。） が違反行為の首謀者で

あることが明らかになったとき。

（3） 受注者が発注者に対し、独占禁止法に抵触する行為をしていない旨の誓約書を提

出しているとき。

3 受注者は、契約の履行を理由として、前二項の違約金を免れることができない。

4 第1項及び第2項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過す

る場合において発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。

（談合等の不正行為にかかる発注者の契約解除及び違約金に関する遅延利息）

第18条 受注者が前条の違約金を発注者の指定する期限内に支払わない場合は、発注

者は何らの通知催告を要せずこの契約の全部又は－部を解除することができるものと

し、受注者は当該期限を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、民法第40

4条に基づき算出される法定利率の割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わな

ければならない。

（属性要件に基づく契約解除）

第19条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、何らの

催告を要せず、本契約を解除することができる。

（1） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法

人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をい

う。）の代表者、団体である場合は代表者、理事、その他経営に実質的に関与して

いる者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関
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する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等（同法第2条第6号に規定する暴力団員又は第32条第1項

第2号から第4号までに規定する者及び団体をいう。以下同じ。） であるとき。

（2） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているとき。

（3） 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

るとき。

（4） 役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを利用するなどし

ているとき。

（5） 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると

き。

（行為要件に基づく契約解除）

第20条 発注者は、受注者が自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれかに該当す

る行為をした場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。

（1） 暴力的な要求行為

（2） 法的な責任を超えた不当な要求行為

（3） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

（4） 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為

（5） その他前各号に準ずる行為

（表明確約）

第21条 受注者は、前二条のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわた

っても該当しないことを確約する。

2 受注者は、前二条各号のいずれかに該当する行為を行った者（以下「解除対象者」

という。） を再請負人等（再請負人（再請負が数次にわたるときは、すべての再請負

人を含む。）、 受任者（再委任以降のすべての受任者を含む。） 及び再請負人又は受

任者が当該契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同

じ。）としないことを確約する。

（再請負契約等に関する契約解除）

第22条 受注者は、契約後に再請負人等が解除対象者であるこ とが判明した場合は、

直ちに当該再請負契約人等との契約を解除し、又は再請負人等に対し当該解除対象者

に該当する再請負人等との契約を解除させるようにしなければならない。

2 発注者は、受注者が再請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若し

くは再請負人等の契約を承認した場合、又は正当な理由がないのに前項の規定に反し

て当該解除対象者である再請負人等との契約を解除せず、若しくは再請負人等に対し

当該解除対象者である再請負人等との契約を解除させるための措置を講じない場合

は、本契約を解除することができる。

（損害賠償）

第23条 発注者は、第19条、第20条又は前条第2項の規定により本契約を解除し

た場合は、これにより受注者に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することを

6



要しない。

2 受注者は、発注者が第19条、第20条又は前条第2項の規定により本契約を解除

した場合において、発注者に損害が生じたときは、第16条に定める方法等に従いそ

の損害を賠償するものとする。

（不当要求等に関する通報等）

第24条 受注者は、自ら又は再請負人等が、暴力団又は暴力団員等、社会運動・政治

運動標ぽうゴロ等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不

当要求等」という。） を受けた場合は、これを拒否し、又は再請負人等をして、これ

を拒否させるとともに、速やかに不当要求等の事実を発注者に報告し、さらに、警察

への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。

（著作権等）

第25条 成果物等の著作権は、著作権法第27条及び同第28条に規定する権利を含
め、発注者に移転する。

2 受注者は、成果物等に関する著作者人格権その他の権利を有する場合においても、

発注者に対してこれを行使しないものとする。

3 受注者が業務の着手以前から有していた成果物等にかかる著作権については、受注

者に留保されるものとする。この場合、受注者は、発注者に対し、成果物等を発注者

において使用するために必要な範囲で、留保された著作権に関し、著作権法に基づく

利用を無償で許諾する。

4 発注者は、その業務の遂行に当たり、受注者が創作したプログラムその他の著作物

を使用し、複製し、改良する権利を有するものとする。

（紛争の解決）

第26条 この契約書の各条項において発注者及び受注者が協議して定めるものにつ

き、協議が整わない場合その他この契約に関し発注者と受注者との間で紛争が生じた

場合には、発注者及び受注者が協議により選任した者のあっせん又は調停によりその

解決を図ることとする。この場合における紛争の処理に要する費用は、発注者及び受
注者が協議して特別の定めをしたときを除き、各自これを負担する。

（契約の疑義）

第27条 この契約に定めのない事項その他疑義のある場合は、発注者及び受注者が協
議して定めるものとする｡
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仕 様 書

第1 調達件名

裁判所ウェブサイトの一部機能改修業務

第2 概要及び目的等

1 裁判所ウェブサイトは、裁判手続、裁判例、採用情報や調達手続に関する情報、

知財高裁における主要な判決、専門委員制度や大合議事件等に関する情報、裁判

員制度に対する国民の理解の醸成と参加意識の向上に資する情報等といった幅

広い情報を掲載し、裁判所広報の中核的ツールとなっている。

2 本件では、①裁判所ウェブサイトに検察審査会の議決要旨を掲載するための機

能を追加すること（以下「検察審査会ページ改修」という。)、②裁判所ウェブサ

イトの裁判例検索機能を判例集・裁判集のデジタル化に対応させること（以下「裁

判例検索機能改修」という。）を目的とする。

本件は、裁判所ウエブサイトの一部を改修し、既存の本番環境へのリリース対

応を行うものであるため､ 新規開発ではなく、飽くまで稼働済みのシステム改修

である。また、開発済みの資産（ドキュメント、プログラム、手順書等、環境）

を裁判所から提供し、その改修対応を行った後、テスト環境で動作確認をした上、

本番環境へのリリースを求めるものである。

第3 調達範囲

1 共通フレーム

本作業は、共通フレーム201 3(SLCP-JCF201 3)に沿って行う。

2 本作業の範囲（共通フレーム201 3の該当プロセス)([ ]内は共通フレーム

201 3のアクテイピテイ等の番号である。）

（1）システム開発プロセス

［2.3.1］、［2.3.2]、［2.3.3]、［2.3.5]、［2.3.6]、［2.3.7]、［2.、3．8．1．2］

（2）システム導入プロセス

［2.3.7]、［2．3．8．1．2］

（3）ソフトウェア実装プロセス

［2.4.1］、［2.4.2]、［2.4.3]、［2.4.4]、［2.4.5]、［2.4.6]、［24．7]、［2.4.8]、

［24．9］

（4）保守プロセス

［2.6.1］、［2.6.2]、［2.6.3]、［2.6.4］

（5）運用業務プロセス

［3．1．1］、［3.1．2]、［3．1．3]、［3．1．4]、［3．1．6]、［3．1．7]、［3．1．8］

第4 作業期間

契約締結日から令和8年10月30B (金）まで
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第55 成果物等

1 次に掲げる成果物及び提出物を納入する。

（1）成果物（検査対象物）

別表の第1（成果物一覧表）のとおり

（2）提出物

別表の第2（提出物一覧表）のとおり

2 成果物等の書式等

（1）使用言語

日本語

（2）用語の定義等

用語の定義はデジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに従うこととし、

成果物等中にデジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに定義されていな

い用語を用いる場合には、用語の定義を明記すること。成果物等の作成に当

たっては、図表等を用い、専門用語には解説を加えるなど、平易な記載とす

ること。

（3）書式等

なお、書面及び図表等の電子データのファイルは、簡潔で一義的に理解で

きる体系的なファイル名とし、PDFファイル化できるものについては、p

DFファイルに変換し、変換元のファイルも添付すること。

3 成果物等の納入又は提出場所

東京都千代田区隼町4番2号 最高裁判所

4 成果物等の形式（媒体の種類）及び数量

電磁的記録媒体（最高裁判所が指定するもの） 1部

なお、電子メールによる提出も可能とする。

5 検査の完了

最高裁判所が成果物に不備がないことを確認し、その旨の通知をした日をも

って検査の完了とする。

作業内容

本調達に係る作業内容は、次のとおりである。

検察審査会ページ改修

別紙第1のとおり

裁判例検索機能改修

別紙第2のとおり

第6

Ｐ
Ｉ

2
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第7 プロジェクト管理

1 プロジェクト管理手法

受注者は、契約締結後、本業務における作業項目や役割分担、スケジュー

ル、導入体制及び管理方法等を整理するなど、期限内に開発を終えられるよう

プロジェクト管理を行うこと。

2 会議の開催

進捗報告会議を月一回程度のペースで行うこと。､

3 会議録

進捗報告会議等の打合せを実施するごとに会議録を作成し、提出すること。

4 受注者は、作業の進捗について最高裁判所からの要請がある場合には、口頭

又は書面により報告すること。

第8 体制及び環境条件

1 体制

（1） 改修に係る責任者を定めるとともに、作業別のチーム編成を行うこと。

なお、最高裁判所が要求することを遺漏なく実現できるよう責任者の下に

常時対応可能な業務を理解しているスタッフを選任し、作業体制を整えるこ

と。

（2） 他のウェブサイトとの連携が必要となる事項（例えば、動画配信において

YouTubeを利用したコンテンツ表示連携方法など｡）については、受注者が主

体となって調整を行うこと。

2 作業担当者

各作業チームには、次の条件を満たす作業担当者が1名以上参加しているこ

と。また、最高裁判所が必要と判断した場合は、作業担当者の変更を要請する

ことがあるが、その場合は協議に応じること。

（1）統括責任者は、日本プロジェクトマネジメント協会の「プロジェクトマネ

ジメント・スペシャリスト( PMS)」、PMI (Project Management lnstitute)

の「PMP」資格、独立行政法人情報処理推進機構(IPA)の「プロジェクトマ

ネージャ」資格のいずれかを取得していること。

(2)開発元のある■■導入を含むウエブサイト制作・改修業務もしくはリニュ

ーアル業務のプロジェクトマネジメント実績を有している者を1名以上配置

すること。

（3）本業務では、セキュリティ対策を含め、ソフトウエア開発を伴うため、情

報処理安全確保支援士、情報セキュリティスペシャリスト、テクニカルエン

ジニア（情報セキュリティ）試験の合格者、又は、情報セキュリティプロフ

ェッショナル認定資格(CISSP)の資格を有する者、もしくは同等の能力・業

務経験を有することを証明できる者を1名以上配置すること。

3 作業実施場所

受注者の事業所内
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4 環境条件

本システムの全てのアプリケーションの動作確認、アプリケーションの仕様

確認、調査、プログラム解析及び修正を行うために必要となるハードウェア、

ソフトウェア等による本番環境相当の開発環境を受注者の負担と責任におい

て、受注者の作業場所に準備すること。また、ソフトウェアに関しては、バー

ジョン等が一致するよう留意すること。

第9 S L A (Service Level Agreement)

第10 業務の再委託

1 受注者は、原則として、本作業の全部又は一部を第三者に委託しないこと。

ただし、受注者において業務の一部を第三者に委託する必要があると判断した

場合は、あらかじめ通知事項（再委託する相手方の商号又は名称及び住所並び

に再委託を行う業務の範囲、再委託の必要性及び契約金額）を記載した書面に

より最高裁判所に申請し、承諾を得ること。

2 委託することについて最高裁判所の承諾が得られた場合、受注者は、再委託

する相手方に対して本仕様書に記載された事項について受注者と同様の義務を

負わせるものとし、再委託する相手方との契約においてその旨を定めること。

この場合、履行確保及び責任については、全て受注者が負うこと。また、受

注者において、再委託する相手方の業務状況を全て把握すること。 ≦

第11 知的財産権

1 成果物等に関連して発生した著作権は、著作権法（昭和45年法律第48

号）第21条、第23条、第26条の3、第27条及び第28条に定める権利

を含め、成果物等を最高裁判所に提出したときに最高裁判所に移転する。ただ

し、著作物の創作に関して使用した受注者が独自に有するプログラムその他の

著作物、他のシステム等に再利用可能なモジュール、ルーチン及び資料上の表

現等については受注者に留保されるものとする。この場合、受注者は、最高裁

判所及び最高裁判所が今後、システム改修や保守等を行わせる者らに対し、同

人らの役務遂行に必要な範囲で、著作権法上の権利（著作権法に基づく複製

権、翻案権等の著作物を利用する権利を含む｡）に基づく利用を無償で許諾する

こと。

2 受注者は、最高裁判所の書面による同意がなければ、本作業に関連して発生

した著作物に関する著作者人格権を行使しないものとする。
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3 受注者は、本作業に際し、第三者の知的財産権等を実施、使用する場合、そ

の実施、使用に対する一切の責任を負担するものとする。

第12 機密保持

1 受注者は、本作業により知り得た情報については、本作業以外の目的では使

用しないこと。

2 受注者は、本作業の全期間及び期間終了後にわたり、次の各事項を第三者

（第三者とは、一般的にいう第三者はもとより、受注者組織内で作業を行う場

合の本作業に係る体制以外の受注者の社員等も含む｡）に漏えいしないこと。

（1）本作業中に知り得た業務上の秘密に関する事項

（2）最高裁判所が提供した業務上の情報で部外秘を要するもの及び本作業中に知

り得た裁判所のシステムの機能、構造、設置場所その他裁判所のシステムセキ

ュリティ管理上危機を招来するおそれがある一切の事項

3 受注者の故意又は過失によって、2の（1）又は(2)の秘密が外部に漏えいする

等の事故が発生し又はそのおそれが生じた場合は、受注者は、直ちに事故等の

内容を詳細かつ具体的に最高裁判所に報告し、問題解決に協力すること。

4 最高裁判所が提供する資料は、原則として貸出しの方法によるものとし、受

注者は、当該資料を本作業以外の目的に使用してはならず、最高裁判所の監督

職員から返還依頼を受けたとき又は本作業期間の終了時に全て返却すること。

また、当該資料の複写及び第三者への提供はしないこと。

5 受注者は、最高裁判所が提供した情報を第三者に開示する必要がある場合

は、事前に協議の上、最高裁判所の承諾を得ること。

6 受注者は、本作業終了後、データ消去ソフトウェア若しくはデータ消去装置

の利用、物理的な破壊又は磁気的な破壊等の方法を用いて、業務用に保持して

いる全ての情報（最高裁判所内で保管しているものを除く。）について速やかに

復元が困難な状態にし、その旨の報告書を提出すること。

第13 情報セキュリティに関する事項

1 受注者は、本作業に当たっては、最高裁判所の定める情報セキュリティポリ

シーに準拠すること。

2 受注者は、情報漏えい等の防止措置や不正プログラム等へのセキュリティ対

策を講じ、本作業におけるセキュリティが確保できる体制を構築すること。

3 受注者は、提出する成果物等の記録媒体に対し、最新のパターンファイルに

よるウイルスチェックを施すこと。

4 受注者は、成果物等が外部に不正に使用されたり、納品過程において改ざん

されたりすることのないよう、安全な納品方法を提案し、成果物等の情報セキ

ユリティの確保に留意すること。

第14 契約不適合責任

1 最高裁判所は、成果物の納入後、種類、品質又は数量に関して契約の内容に
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適合しないもの（以下「契約不適合」という。）がある場合は、受注者に対し、

受注者の費用で取替え、補修、不足分の引渡しその他の措置（以下「履行の追

完」という。）を請求することができる。

2 納入された成果物に契約不適合がある場合、最高裁判所は、相当の期間を定

めて受注者に対して履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないと

きは、その契約の不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。

ただし、民法第563条2項各号に該当する場合は、催告をすることなく直ち

に代金の減額を請求することができる。

3 前二項の規定は、民法第415条の規定による損害賠償の請求並びに第54

1条及び第542条の規定による解除権の行使を妨げない。

4 契約不適合のうち種類又は品質についての前三項の権利は、成果物の納入

後、1年以内にその旨を受注者に通知しないときは行使することができない。

第 15 その他

1 受注者は、定期的な問題の提示等、本件各改修箇所の恒常的な改善に努め、

再改修が必要な場合は、改善、操作性、保守性及び費用対効果を十分に考慮し

た改修方法等（改修に要する工数を含む｡）を提案すること。

2 受注者は、仕様に関して、解決困難な問題が発生した場合には、随時、最高

裁判所又は最高裁判所が指定する第三者からの照会に応じ、原因の切り分け及

びその解決に協力すること。

3 受注者は、本作業に関連して、最高裁判所が質問に対する回答又は資料の提

出等を求めた場合は、適切に応じること。

4 本作業に関連して受注者側に発生した旅費、通信費、 雑費その他の費用は、

受注者の負担とし、受注者は別途最高裁判所に対し請求しないものとする。

5 本作業に関連して、受注者が必要とする作業場所等は、本調達の性質上当然

に最高裁判所が提供すべき場合及び本仕様書に記載されている場合のほかは、

受注者が用意するものとする。この場合の費用は、受注者の負担とし、受注者

は別途、最高裁判所に対し、費用を請求しないものとする。

6 受注者は、本作業終了時に、本作業の作業項目及び作業工程ごとの工数を示

した作業実績報告書を提出すること。

7 受注者は、本作業等に関して問題が発生した場合には、その経緯、原因及び

解決策等を最高裁判所に書面で報告すること。

8 本仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、最高裁半l1所と

受注者との双方の協議により決定するものとする。

6



(別紙第1）

検察審査会ページ改修

第1 要件定義

受注者は、検察審査会ページ改修について、最高裁判所と作業内容の認識合わせを行う

こと。

第2 設計

第3 開発
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第4 結合テスト

1 結合テスト仕様書作成

受注者は、結合テスト仕様書を作成すること。

2 結合テスト実施

受注者は、結合テスト仕様書をもとに、検証環境にて結合テストを実施すること。

3 結合テスト結果報告書作成

受注者は、結合テストの結果を取りまとめて、結合テスト結果報告書を作成し、最高裁判

所に提出すること。

第51

第6 操作マニュアル作成

受注者は､既存の操作マニュアルに検察審査会ページ改修に関する内容を追加すること。

第7 セキュリティ対策

’
2



第8 ユーザーテスト支援

受注者は、最高裁判所による動作確認の問合せ対応や不具合対応を行うこと。

第9 リリース作業
’

第10 作業完了報告

受注者は、全ての作業完了後に作業完了報告書を作成し、報告すること。

3



(別紙第2）

裁判例検索機能改修

第1 設計

口
第2 開発
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醇

第3 結合テスト

1 結合テスト仕様書作成

受注者は、結合テスト仕様書を作成すること。

2 結合テスト実施

受注者は、結合テスト仕様書をもとに検証環境にて結合テストを実施すること。

3 結合テスト結果報告書作成

受注者は、結合テストの結果を取りまとめて、結合テスト結果報告書を作成し、最高裁判

所に提出すること。

第4 操作マニュアル作成

受注者は、既存の操作マニュアルに裁判例検索機能改修に関する内容を追加すること。

1



第5 ユーザーテスト支援

受注者は、最高裁判所による動作確認の問合せ対応や不具合対応を行うこと。

第6 リリース作業

作業完了報告

受注者は、すべての作業完了後に作業完了報告書を作成し、報告すること。

第7

2



別表

【第1】成果物一覧表
’

'’

納入期限記載箇所成果物項番

【別紙第1関係】

令和8年10月30日

１
２

の
の

４
５

第
第

結合テスト仕様書1

’ 令和8年10月30日2

令和8年10月30日第6操作マニュアル

作業完了報告書

3

令和8年10月30日第104

【別紙第2関係】

令和8年10月30日第3の1結合テスト仕様書

操作マニュアル

作業完了報告書

5

令和8年10月30B第46

令和8年10月30日第77

【第2】提出物一覧表

’’ 提出期限記載箇所提出物項番

【本文関係】

会議終了後、5開庁日以内第7の3

第15の6

会議録

作業実績報告害

1

令和8年10月30日2

【別紙第1関係】

’
’
１

｜

’

Ｉ
’
’
１

ヨ｜結合ﾃ
【別紙第2関係】

‘｜結合テ

令和8年10月30日第4の3結合テスト結果報告書3

令和8年10月30日第3の3結合テスト結果報告書1
■■■
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